


である旨通知がありましたので､ 同法第30条の規定により告示します｡

平成16年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

第１ １ 保安林予定森林の所在場所

熊野市井戸町字ヲシノト4344

２ 保安林指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 熊野市森林整備計画で定める標準伐期齢以上のもの

とする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

第２ １ 保安林予定森林の所在場所

度会郡大紀町大内山字古座谷5279､ 5287の10､ 5287の11､ 5287の12､ 5287の25､ 5297､ 5298の１､

5299の１

２ 保安林指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 大紀町森林整備計画で定める標準伐期齢以上のもの

とする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

第３ １ 保安林予定森林の所在場所

安芸郡美里村大字北長野字大洞2509の１､ 2512の１

２ 保安林指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 美里村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のもの

とする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

第４ １ 保安林予定森林の所在場所

南牟婁郡紀和町和気字和田54

２ 保安林指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 紀和町森林整備計画で定める標準伐期齢以上のもの

とする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡
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� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

第５ １ 保安林予定森林の所在場所

一志郡美杉村太郎生字林垣内5163､ 5164､ 5165､ 5166､ 5167､ 5167の１､ 5168､ 5169､ 5170の１､

5170の２､ 5171､ 5173､ 5215の13

２ 保安林指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 美杉村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のもの

とする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

第６ １ 保安林予定森林の所在場所

南牟婁郡紀和町平谷字岩ノ下モ719､ 739の２､ 739の３､ 822の２

２ 保安林指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は定めない｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 紀和町森林整備計画で定める標準伐期齢以上のもの

とする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

第７ １ 保安林予定森林の所在場所

南牟婁郡紀宝町浅里字狭間1561､ 1562の１､ 1568､ 1568の１､ 1568の２､ 1569､ 1570の１､ 1572､

1574､ 1575､ 1576､ 1577

２ 保安林指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は択伐による｡

イ 主伐として伐採をすることができる立木は､ 紀宝町森林整備計画で定める標準伐期齢以上のもの

とする｡

ウ 間伐に係る森林は､ 次のとおりとする｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法､ 期間及び樹種

次のとおりとする｡

(｢次のとおり｣ は省略し､ その図面及び関係書類を三重県環境森林部森林振興室並びに熊野市役

所及 び関係町村役場に備え置いて縦覧に供する｡)

三重県告示第403号

森林法 (昭和26年法律第249号) 第29条の規定により､ 農林水産大臣から次のとおり保安林の指定を解除する

予定である旨通知がありましたので､ 同法第30条の規定により告示します｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 解除予定保安林の所在場所

鈴鹿市西庄内町字池ノ谷5117の１
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２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

放送施設とするため

三重県告示第404号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第405号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第406号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡
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発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

桑名郡木曽岬町源緑輪中 太 田 幸 貴 木 曽 岬 木曽岬漁業協同組合

桑名郡木曽岬町富田子 伊 藤 義 幸 木 曽 岬 木曽岬漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

木 曽 岬 桑名郡木曽岬町源緑輪中６ 木曽岬漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

安芸郡河芸町一色 舟 田 久 夫 河 芸 町 河芸町漁業協同組合

安芸郡河芸町中別保 阪 重 則 河 芸 町 河芸町漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

河 芸 町 安芸郡河芸町一色字中洲原3196 河芸町漁業協同組合



平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第407号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第408号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項
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発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

津市雲出伊倉津町 稲 垣 昌 司 伊 倉 津 伊倉津漁業協同組合

津市雲出伊倉津町 鎌 田 勝 一 伊 倉 津 伊倉津漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

伊 倉 津 津市雲出伊倉津町字下津1138－１ 伊倉津漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

一志郡香良洲町 太 田 増 洋 香 良 洲 香良洲漁業協同組合

一志郡香良洲町 近 藤 日 出 男 香 良 洲 香良洲漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

香 良 洲 一志郡香良洲町5276－２ 香良洲漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

多気郡明和町大字大淀甲 西 村 徹 也 大 淀 大淀漁業協同組合

多気郡明和町大字大淀 辻 明 男 大 淀 大淀漁業協同組合



２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第409号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第410号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所
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加 入 区 縦 覧 場 所

大 淀 多気郡明和町大字大淀甲2642－６ 大淀漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

伊勢市東大淀町 森 節 雄 東 大 淀 東大淀漁業協同組合

伊勢市東大淀町 森 島 茂 東 大 淀 東大淀漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

東 大 淀 伊勢市東大淀町264－１ 東大淀漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

志摩市志摩町越賀 磯 和 則 男 越 賀 越賀漁業協同組合

志摩市志摩町越賀 小 川 太 助 越 賀 越賀漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

越 賀 志摩市志摩町越賀759－３ 越賀漁業協同組合



三重県告示第411号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第412号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第413号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦
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発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

度会郡南島町古和浦 浦 和 民 弥 古 和 浦 古和浦漁業協同組合

度会郡南島町古和浦 仲 林 久 行 古 和 浦 古和浦漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

古 和 浦 度会郡南島町古和浦１ 古和浦漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

度会郡大紀町錦 加 藤 紀 年 錦 錦漁業協同組合

度会郡大紀町錦 西 村 開 錦 錦漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

錦 度会郡大紀町錦180 錦漁業協同組合



１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第414号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第415号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧
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発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

北牟婁郡紀伊長島町長島 濱 畑 岩 雄 長 島 町 長島町漁業協同組合

北牟婁郡紀伊長島町長島 浜 田 重 雄 長 島 町 長島町漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

長 島 町 北牟婁郡紀伊長島町長島字前浜2187－２ 長島町漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

尾鷲市天満浦 日 高 博 夫 尾 鷲 尾鷲漁業協同組合

尾鷲市坂場西町 湯 浅 康 史 尾 鷲 尾鷲漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

尾 鷲 尾鷲市港町３－６ 尾鷲漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

尾鷲市大曽根浦 東 秀 雄 大 曽 根 大曽根漁業協同組合

尾鷲市大曽根浦 西 巌 大 曽 根 大曽根漁業協同組合



� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第416号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第417号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所
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加 入 区 縦 覧 場 所

大 曽 根 尾鷲市大曽根浦82 大曽根漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

尾鷲市行野浦 浜 田 駒 太 郎 行 野 浦 行野浦漁業協同組合

尾鷲市行野浦 西 保 雄 行 野 浦 行野浦漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

行 野 浦 尾鷲市行野浦123 行野浦漁業協同組合

発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

尾鷲市三木浦町 三 鬼 博 樹 三 木 浦 三木浦漁業協同組合

尾鷲市三木浦町 三 鬼 暢 喜 三 木 浦 三木浦漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

三 木 浦 尾鷲市三木浦町273－11 三木浦漁業協同組合



三重県告示第418号

漁船損害等補償法施行令 (昭和27年政令第68号) 第５条第１項の規定に基づき､ 次のように漁船損害等補償法

(昭和27年法律第28号) 第112条第１項の規定による指定漁船の付保の同意を求める旨の届出がありました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 届出事項

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成17年５月10日から同月24日まで

� 縦覧場所

三重県告示第419号

都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第21条第２項において準用する同法第18条第１項の規定により､ 都市計

画を変更しましたので､ 同法第21条第２項において準用する同法第20条第１項の規定により､ 次のとおり告示し､

同条第２項の規定により､ 当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供します｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 都市計画の種類及び名称

桑名都市計画道路

３・３・20国道23号線

３・４・４江場安永線

２ 都市計画を定める土地の区域

都市計画の図書において表示します｡

３ 縦覧場所

三重県県土整備部都市基盤室

監 査 委 員 公 表

監査委員公表第６号

地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第252条の38第６項の規定に基づき､ 三重県知事から平成15年度包括外部

監査の結果に基づき講じた措置について通知がありましたので､ 同項の規定により次のとおり公表します｡

平成17年５月10日

三重県監査委員 鈴 木 周 作

三重県監査委員 福 田 慶 一

三重県監査委員 乙 部 一 巳

三重県監査委員 秋 月 功
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発 起 人
加 入 区

漁船損害等補償法第113条第１

項の申出をする漁業協同組合住 所 氏 名

熊野市井戸町 間 部 誠 熊 野 熊野漁業協同組合

熊野市二木島町 平 尾 泰 宏 熊 野 熊野漁業協同組合

加 入 区 縦 覧 場 所

熊 野 熊野市木本町330－59 熊野漁業協同組合































公 告

三重県労働委員会委員のうち､ 労働者委員に１名の欠員が生じたので､ 補充委員を任命するため､ 労働組合法

施行令 (昭和24年政令第231号) 第21条第１項の規定により､ 次のとおり労働者委員の候補者の推薦を求めます｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 推薦資格

三重県内のみに組織を有し､ かつ､ 労働組合法 (昭和24年法律第174号) 第２条及び第５条第２項の規定に

適合する労働組合

２ 被推薦者の資格

委員候補者に推薦される者の資格については､ 禁錮
こ

以上の刑に処せられ､ その執行を終わるまで､ 又は執行

を受けることがなくなるまでの者に該当しない者であること｡

３ 推薦期間

平成17年５月10日 (火) から同月23日 (月) まで

４ 推薦手続

候補者を推薦しようとする労働組合は､ 次の書類を三重県生活部勤労福祉室へ提出してください｡

� 別記様式の推薦書

� 被推薦者の履歴書

� 推薦に係る労働組合が､ 労働組合法第２条及び第５条第２項の規定に適合する旨の三重県労働委員会の証

明書

なお､ この証明書の交付を受けるためには､ 若干の日数を要しますので､ 留意してください｡

５ その他

詳細については､ 三重県生活部勤労福祉室 (津市広明町13番地 電話059�224�2454) にお問い合わせくださ

い｡
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土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第30条第２項の規定により､ 茅広江土地改良区 (松阪市茅原町2385番地)

の定款の変更を認可しました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

建築基準法 (昭和25年法律第201号) 第42条第１項第５号の規定により､ 次のとおり道路の位置を指定しまし

た｡

なお､ 関係図書は､ 三重県北勢県民局桑名建設部に備え置いて縦覧に供します｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

建築基準法 (昭和25年法律第201号) 第42条第１項第５号の規定により､ 次のとおり道路の位置を指定しまし

た｡

なお､ 関係図書は､ 三重県南勢志摩県民局志摩建設部に備え置いて縦覧に供します｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第29条第１項の規定により許可しました開発行為に関する工事は､ 次の

とおり完了しました｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦
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指定年月日

申 請 者

道 路 の 位 置

道路幅員及び延長

氏 名 住 所
道路

番号

幅員

(ｍ)

延長

(ｍ)

平成17年４

月20日

大橋 博哉 いなべ市藤原町本郷980 いなべ市大安町石榑東字野畑2113－１ほ

か１筆

Ａ 6.0 60.0

指定年月日

申 請 者

道 路 の 位 置

道路幅員及び延長

氏 名 住 所
道路

番号

幅員

(ｍ)

延長

(ｍ)

平成17年４

月20日

華洋開発株式

会社

代表取締役

福岡 治

志摩市阿児町鵜方3483 志摩市阿児町鵜方字西ノ河内1136－４ Ａ 6.0 41.0

工事完了年月日 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 許 可 を 受 け た 者 の 住 所 及 び 氏 名

平 成 17 年

４ 月 ７ 日
度会郡小俣町宮前331－１ほか１筆

度会郡小俣町宮前330

大 西 靖 博

平 成 17 年

４ 月 ７ 日
桑名市大字志知字若ノ田435－１

桑名市赤尾台１－69フレンドリータウンＡ－105

林 浩 之

平 成 17 年

４ 月 ７ 日
桑名市長島町松ケ島字北島148

桑名郡長島町大字松ケ島283

伊 藤 三 郎

平 成 17 年

４ 月 ７ 日
松阪市八太町字宮ノ越488－６ほか３筆

松阪市八太町489

堀 内 将 美

平 成 17 年

４ 月 ８ 日
松阪市立野町字石原300－１ほか１筆

松阪市立野町245

小 林 岩 雄



次のとおり一般競争入札を行いますので､ 三重県会計規則 (昭和39年三重県規則第15号) 第59条の規定により

公告します｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 入札に付する事項

� 委託業務名

キャリア・アップセミナー講師派遣事業

� 委託業務の仕様等

入札説明書 (仕様書) によります｡

� 委託業務期間

契約締結の日から平成18年３月31日までとします｡

２ 入札参加者の資格に関する事項

入札に参加を希望する者は､ 次に掲げる条件をすべて満たす者でなければなりません｡

� 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第167条の４の規定に該当しない者であること｡

� 三重県会計規則 (以下 ｢規則｣ といいます｡) 第60条第２項に規定する入札参加資格者名簿に登録されて

いる者であること｡

� 三重県物件の買入れ等指名停止措置要領により指名停止を受けている期間中でない者であること｡

� 三重県が賦課徴収するすべての税並びに消費税及び地方消費税について未納のない者であること｡

� 委託業務の履行について､ 綿密な連絡及び迅速な対応ができる者であること｡

３ 入札者に求められる義務

入札に参加を希望する者は､ 次の�から�までに示す証明書等を平成17年５月19日 (木) 午前10時までに４

の�の場所に提出しなければなりません｡

なお､ 提出した証明書等について説明を求められた場合は､ これに応じなければなりません｡

� 過去２年の間に国 (公社､ 公団及び独立行政法人を含みます｡)､ 県又は他の地方公共団体と種類及び規模

をほぼ同じくする契約を締結し､ 当該契約を履行した実績の有無を示す報告書

� ｢競争入札参加資格審査結果 (登録) 通知書 (物件の買入れ等)｣ の写し

� 消費税及び地方消費税についての ｢納税証明 (その３ 未納税額のない証明用)｣ (所管税務署が過去６月

以内に発行したもの) の写し

� 県内に本支店又は営業所等を有する事業者にあっては､ ｢納税確認書｣ (県内の県税事務所が過去６月以内

に発行したもの) の写し

４ 入札手続等に関する事項

� 担当部局

〒514�8570 三重県津市広明町13番地
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平 成 17 年

４ 月 11 日

亀山市白木町字西大谷1672ほか1147筆

(４－４－１工区)

大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33

住友商事株式会社

大阪不動産部長 林 口 一 夫

平 成 17 年

４ 月 13 日
名張市夏見字鴻之巣2907ほか５筆

伊賀市緑ケ丘本町1640－１

株式会社タカミ

代表取締役 � 見 景 三

平 成 17 年

４ 月 13 日
亀山市上野町311－２

鈴鹿市鈴鹿ハイツ16－１

信義開発有限会社

代表取締役 水 田 信 吉

平 成 17 年

４ 月 15 日
桑名市筒尾７丁目11－12

東京都千代田区内幸町２丁目２－２

株式会社ユニディオコーポレーション

代表取締役 河 内 英 聡

平 成 17 年

４ 月 15 日
亀山市田村町字西山1888－６

鈴鹿市若松中１丁目３－30

結 城 賢



三重県教育委員会高校教育室

担当 浜田､ 水谷

電話 059�224�3320

� 入札説明書 (仕様書) の配布方法

�の入札説明会で配布します｡

� 入札説明会

日時 平成17年５月19日 (木) 午前10時

場所 三重県津市広明町13番地

三重県庁 １階 第107会議室

� 入札書提出 (開札) の日時及び場所

日時 平成17年５月23日 (月) 午前10時

場所 三重県津市広明町13番地

三重県庁 講堂棟３階 133会議室

� 入札方法等に関する事項

ア 入札は､ 本人又はその代理人が入札するものとします｡ ただし､ 代理人が入札する場合には､ 入札前に

委任状を提出するものとします｡

なお､ 再度入札することもありますので､ 開札には原則として､ 本人又はその代理人が立ち会うものと

します｡

イ 入札書の記載

入札書の記載に当たっては､ 入札書に記載された金額の100分の５に相当する額を加算した金額 (当該

金額に１円未満の端数があるときは､ その端数金額を切り捨てた金額) をもって契約金額としますので､

入札者は､ 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず､ 契約希望金額

の105分の100に相当する金額を記載するものとします｡

ウ 入札保証金

入札保証金は､ 入札金額の100分の５以上の額とします｡ ただし､ 規則第70条第１項各号のいずれかに

該当する場合は､ 免除します｡

エ 契約保証金

契約保証金は､ 契約金額の100分の10以上の額とします｡ ただし､ 規則第75条第１項各号のいずれかに

該当する場合は､ 免除します｡

オ 落札者の決定方法

規則第66条の規定により定められた予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った

者を落札者とします｡

入札の執行回数は２回を限度とし､ ２回の入札においても落札者がないときは､ 最低の価格で入札を行っ

た者と先の予定価格の制限の範囲内において､ 随意契約を行うものとします｡

カ 入札の無効

本公告に示した入札に参加する資格のない者､ 入札者に求められる義務を履行しなかった者及び規則第

72条各号のいずれかに該当する者の提出した入札書は無効とします｡

５ その他

� 入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります｡

� 契約書作成の要否

契約書を作成することが必要です｡

� 入札の中止

天災その他やむを得ない事由により入札又は開札を行うことができないときは､ 入札を中止します｡

� 詳細は､ 入札説明書 (仕様書) によります｡

お 知 ら せ
次のとおり三重県情報セキュリティマネジメント及びIT投資管理体制構築委託業務にかかる委託契約を締結

するに当たり､ 企画提案書の募集を行います｡
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平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 公募対象事業

� 名称

三重県情報セキュリティマネジメント及びIT投資管理体制構築委託業務

� 委託事業の内容

ア 情報セキュリティマネジメント体制構築支援

� 三重県電子情報安全対策基準 (三重県情報セキュリティポリシー) の見直し支援

� 情報システム管理者等に対する実施手順書作成及び運用支援

� 情報セキュリティ研修計画等の作成支援

� 情報セキュリティ監査体制の構築支援

� ISMS管理ツール開発委託仕様書 (案) の作成

イ IT投資管理体制構築支援

三重県におけるIT投資管理体制構築の支援

� 委託期間

契約締結の日から平成19年３月23日までとします｡

	 事業の実施場所

三重県地域振興部情報企画室 他

２ 参加要件及び資格

企画提案コンペに参加する者は､ 次に掲げる条件をすべて満たした者とします｡

� 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第167条の４の規定に該当しない者であること｡

� 三重県会計規則 (昭和39年三重県規則第15号) 第60条第２項に規定する入札参加資格者名簿に登録されて

いる者であること｡

� 三重県物件の買入れ等指名停止措置要領により指名停止を受けている期間中でない者であること｡

	 三重県が賦課徴収するすべての税並びに消費税及び地方消費税に未納のない者であること｡


 過去２年間において､ 国､ 都道府県又は政令指定都市､ 若しくはこれらに準ずる機関 (公団､ 公社､ 事業

団等) 発注の業務について､ 同種､ 同規模以上又はそれに準じると選定委員会が判断する委託業務を元請け

として履行した実績がある者であること｡

３ 企画提案コンペ参加者に求められる義務

企画提案コンペ参加を希望する者は､ ｢三重県情報セキュリティマネジメント及びIT投資管理体制構築委託

業務企画提案コンペ参加資格確認申請書｣ に､ 次の�及び�に定める事項を記載した書面 (Ａ４版､ 様式自由)

を添付し､ 平成17年５月18日 (水) 午後３時までに､ ８に示す場所に提出しなければなりません｡

提出された証明書を審査の結果､ 当該物件を納入することができると認められた者に限り企画提案コンペの

参加者とします｡

� 競争入札参加資格審査 (登録) 通知書 (物件買い入れ等) の写し

� 納税証明 (確認) 書の写し

ア 県内に本支店､ 営業所又は事務所がある場合

県内の県税事務所が過去６月以内に発行した納税確認書

所管税務署が過去６月以内に発行した納税証明書 (その３ 未納税額のない証明用)

イ 県内に本支店､ 営業所又は事務所がない場合

所管税務署が過去６月以内に発行した納税証明書 (その３ 未納税額のない証明用)

４ 企画提案コンペ実施要領等の配布方法

８の場所で､ 平成17年５月10日 (火) から同月18日 (水) まで (三重県の休日を定める条例 (平成元年三重

県条例第２号) 第１条に規定する休日を除きます｡) 配布します｡

５ 説明会の開催

以下のとおり企画提案コンペにかかる説明会を開催します｡

� 日時

平成17年５月13日 (金) 午後１時30分から午後２時30分まで

� 場所

三重県津市広明町13番地
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三重県庁 講堂棟３階 第132会議室

６ 説明会後のスケジュール

� 企画提案書の提出

企画提案に参加を希望する者は､ 次のとおり企画提案書を提出してください｡ 詳細は､ 企画提案コンペ実

施要領で指定します｡

ア 様式及び内容

企画提案コンペ実施要領で指定のものとします｡

イ 提出期限

平成17年５月25日 (水) 午後５時

ウ 提出場所

８に示す場所とします｡

エ 提出部数

10部 (正１部及び副９部) 及び原稿として電子データ

� 企画書の審査及び受託者の決定

企画書の審査は､ 選定委員７名によって､ 提案への取り組み姿勢､ 情報収集力､ 実施体制､ 過去の実績､

見積金額等の観点から､ 審査を行い､ 最優秀提案者を決定します｡

プレゼンテーションについては､ 提案書類を審査したうえで､ 後日連絡します｡

なお､ 応募者多数の場合､ 書類による一次審査を行う場合があります｡

� 委託契約の締結

最優秀提案者と判断された者と契約条件を協議のうえ､ 委託契約を締結します｡

７ その他

� 提案及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります｡

� 契約書作成の要否

要

� プレゼンテーションの中止

天災その他やむを得ない事由によりプレゼンテーションを行うことができないときは､ プレゼンテーショ

ンを中止します｡

� 詳細は､ 企画提案コンペ実施要領によります｡

８ 担当部局

〒514�8570 三重県津市広明町13番地

三重県地域振興部情報企画室 担当 森､ 中川

電話 059�224�2797

ファクシミリ 059�224�2207

E�mail johos@pref.mie.jp

次のとおり､ 平成17年度市町村ISO14001推進研究事業に係る委託契約を締結するに当たり､ 企画提案書の募

集を行います｡

平成17年５月10日

三 重 県 知 事 野 呂 昭 彦

１ 公募対象業務

� 名称 平成17年度市町村ISO14001推進研究事業

� 業務の内容 ｢市町村ISO14001推進研究報告書｣ の作成

２ 参加資格

次に掲げる条件をすべて満たした者とします｡

� 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第167条の４の規定に該当しない者であること｡

� 三重県会計規則 (昭和39年三重県規則第15号) 第60条第２項に規定する入札参加資格者名簿に登録されて

いる者であること｡

� 三重県物件の買入れ等指名停止措置要領により指名停止を受けている期間中でない者であること｡

� 三重県が賦課徴収するすべての税並びに消費税及び地方消費税において未納がない者であること｡
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３ 最優秀提案者決定の評価基準

提案内容及び経費

４ 説明会

企画提案を希望する者については､ 次のとおり説明会を開催し､ 説明書を交付します｡

� 日時

平成17年５月17日 (火) 午後１時から午後２時まで

� 場所

三重県津市栄町１－891 三重県勤労者福祉会館 ２階 第２会議室

５ 説明会後のスケジュール

� 企画提案書の参加意思表示及び資格審査

企画提案に参加を希望する者は､ 次のとおり申込みを行ってください｡ 申込みに基づき資格審査を行い､

その結果を文書で通知します｡

ア 様式及び内容 説明会で指定します｡

イ 提出期限 平成17年５月24日 (火) 午後５時

ウ 提出場所 三重県津市広明町13番地 三重県環境森林部環境経営室

� 企画提案書の提出

次のとおり提出することとします｡

ア 様式及び内容 説明会で指定します｡

イ 提出期限 平成17年６月７日 (火) 午後５時

ウ 提出場所 �のウに同じです｡

� 企画提案書の聴取り及び最優秀提案者の決定

企画提案書の提出後､ 聴取りを行い､ 速やかに最優秀提案者を決定し､ その結果を提案者に文書にて通知

します｡

� 委託契約の締結

最優秀提案者と契約条件を協議の上､ 委託契約を締結します｡

６ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります｡

� 契約書作成の要否

要

� 提出された企画提案書は返還しません｡

� 提案に要する費用については､ 各提案者の負担とします｡

� 本件調達に関する事項の質疑については､ 書面で行うものとします｡

７ 担当部局

〒514�8570 三重県津市広明町13番地

三重県環境森林部環境経営室 担当 村林

電話 059�224�2312

ファクシミリ 059�224�3024

E�mail：kkeieis@pref.mie.jp

正 誤
平成17年４月19日付け三重県公報第1669号に登載しました､ 開発行為に関する工事の完了の公告中

ページ 行 誤 正

９ 下から８行目 株式会社名四コンサルタント 株式会社名泗コンサルタント
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